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明 細 書

発明の名称 ：

粘着シー ト及び粘着シー トを用いた電子部品の製造方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、粘着シ一 卜及び粘着シー トを用いた電子部品の製造方法に関す

る。

背景技術

[0002] 半導体 ウェハは、通常、回路 を形成 した後 に粘着シー トを貼合 してか ら、

素子小片への切断 （ダイシ ング）、洗浄、乾燥、粘着シー トの延伸 （エキス

パ ンデ ィング）、粘着シ一 卜か らの素子小片の剥離 （ピックアップ）、マウ

ンテ ィングなどの各工程へ配される。 これ らの工程で使用されるダイシング

用及び/ 又は搬送用粘着シ一 卜と して、特許文献 1 には、基材にポ リ塩化 ビ

ニルを使用する例が記載 されている。

[0003] また、特許文献 2 には、粘着剤組成物 と して、 （メタ）アク リル酸エステ

ル共重合体を用いた組成物が開示されている。特許文献 3 にはアイオ ノマ樹

脂 を基材層に用いた粘着シ一 卜が開示されている。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：特開平 6 _ 6 3 4 6 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 0 1 _ 8 9 7 3 1 号公報

特許文献3 ：特開 2 0 0 7 _ 3 1 5 3 5 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0005] 従来のポ リ塩化 ビニルを基材 と した粘着シー トは、経時的に基材か ら粘着

剤層への可塑剤の移行が生 じ、 ピックアツプ工程 におけるチ ップの ピックァ

ップ性 に問題が生 じていた。

また、粘着シー トをウェハやパ ッケージ基板の被着体のダイシ ングに使用



する場合、粘着シー トを被着体の貼 り合わせた後に 7 5 °C程度に加温 してか

らダイシングを行う場合と、加温せずにダイシングを行う場合がある。加温

は、被着体と粘着シー トの密着性が良好でない場合に、被着体と粘着シー ト

の密着性を高めてチップ飛びを防ぐために行うものであるが、加温を行つた

場合、ダイシング後のチップのピックアップ性が悪化する場合がある。また

、加温を行なつてもダイシング後のチップのピックァップ性が悪化 しないよ

うに粘着剤の組成を調整 した場合、加温を行わない場合の密着性が悪化する

場合がある。このような事情により、加温な しの製造ラインと加温ありの製

造ラインで同 じ粘着シ一 卜を使用することは従来困難であり、加温な し あ

りを想定 してそれぞれ設計された別々の粘着シー トを用いるしかなかった。

[0006] 本発明はこのような事情に鑑みてなされたものであり、 ピックアップ工程

におけるチップのピックァップ性の経時劣化が生 じず、且つダイシング前の

加温あり及び加温な しの両方の製造ラインで使用可能な粘着シ一 卜、及び、

この粘着シ一 卜を用いた電子部品の製造方法を提供するものである。

課題を解決するための手段
[0007] 本発明によれば、ポリ塩化ビニルと、ポリエステル系可塑剤とを含む基材

フイルム上に粘着剤組成物からなる粘着剤層を有する粘着シ一 卜において、

前記粘着剤組成物が、 （メタ）アクリル酸エステル共重合体 1 0 0 質量部と

、イソシァネ一 卜系硬化剤 0 . 1 ~ 7 質量部を含み、前記 （メタ）アクリル

酸エステル共重合体は、メチル （メタ）ァクリレー 卜単位を3 5 ~ 8 5 質量

%、 2 _ ェチルへキシルァクリレー 卜単位を 1 0 ~ 6 0 質量％、カルボキシ

ル基を有する単量体単位を0 . 5 ~ 1 0 質量％、 ヒドロキシル基を有する単

量体単位を0 . 0 1 ~ 5 質量％含み、前記粘着剤組成物は、エポキシ系硬化

剤の含有量が、前記 （メタ）アクリル酸エステル共重合体成分 1 0 0 質量部

に対 して 0 ~ 0 . 2 5 質量部である、粘着シ一 卜が提供される。

[0008] また、本発明によれば、エチレン単位、メタアクリル酸単位、及び （メタ

) ァクリル酸アルキルエステル単位を有する共重合体を金属イオンで架橋 し

たアイオノマ樹脂からなる基材フイルム上に粘着剤組成物からなる粘着剤層



を有する粘着 シ一 卜において、前記粘着剤組成物が、 （メタ）アク リル酸ェ

ステ ル 共重合体 1 0 0 質量部 と、 イ ソシ ァ ネ 一 卜系硬化剤 0 . 1 ~ 7 質量部

を含み、前記 （メタ）アク リル酸エステル共重合体は、 メチル （メタ）ァク

リレ一 卜単位 を 3 5 8 5 質量％、 2 —ェチルへキシル ァク リレ一 卜単位 を

1 0 ~ 6 0 質量％、 カルボキシル基 を有する単量体単位 を 0 . 5 ~ 1 0 質量

。/ 。、 ヒ ドロキシル基 を有する単量体単位 を 0 . 0 1 ~ 5 質量％含み、前記粘

着剤組成物 は、エポキシ系硬化剤の含有量が、前記 （メタ）アク リル酸エス

テル共重合体成分 1 0 0 質量部 に対 して 0 ~ 0 . 2 5 質量部である、粘着 シ

- 卜が提供 される。

[0009] 本発明者 らは、チ ップの ピックアップ性の経時劣化の問題 を解決すべ く鋭

意研究を行 った ところ、粘着剤組成物 と して （メタ）アク リル酸エステル共

重合体 をべ一ス樹脂 とするものを用い、且つ可塑剤 と してポ リエステル系可

塑剤 を用いることによって、チ ップの ピックァップ性の経時劣化 を防 ぐこと

がで きることを見出 した。

さ らに、加温な しの製造 ラインと加温あ りの製造 ラインの両方で使用可能

な粘着 シー トを開発すべ く検討 を行 った ところ、上記組成の （メタ）ァク リ

ル酸エステル共重合体 をベース樹脂 と し、上記含有量のィソシァネ一 卜系硬

化剤 を含有 させ、かつエポキシ系硬化剤の含有量 を上記範囲内に制限 した場

合、加温の有無 に関わ らず、チ ップ保持性及び ピックァップ性の両方が良好

となることが分か り、本発明の完成 に到 った。

[001 0] 本発明において特 に重要なポイン トは、特定組成の （メタ）アク リル酸ェ

ステル共重合体 と特定組成の硬化剤の組み合わせによって初めて、加温の有

無 に関わ らずチ ップ保持性及び ピックアツプ性の両方が良好であるという優

れた特性 を有する粘着 シー トが得 られるという点である。本発明者 らは、種

々の組成の （メタ）アク リル酸エステル共重合体 と種 々の組成の硬化剤の組

み合わせで実験 を行 ったが、共重合体 と硬化剤の どち らかの組成が上記範囲

か ら外れた場合 には、加温な し及び/ 又 は加温あ りの際のチ ップ保持性及び

/ 又 は ピックァップ性が悪化 したため、所望の粘着 シ一 卜を得 ることが出来



なか った。特 に、エポキシ系硬化剤 を全 く含有 させないか、含有 させると し

ても上記範囲内に抑 えることが重要であることが分か った。エポキシ系硬化

剤が上記範囲を超 えて含有 されている場合、チ ップ保持性が著 しく悪化する

ことが分か ったか らである。

[001 1] 以下、本発明の種 々の実施形態 を例示する。以下の実施形態は互いに組み

合わせ可能である。

好 ま しくは、前記 （メタ）アク リル酸エステル共重合体 において、前記 メ

チル （メタ）ァク リレー 卜単位 は、 3 5 ~ 6 2 . 5 質量 0/ 0、前記 2 _ ェチル

へキシル ァク リレ一 卜単位 は、 2 0 ~ 6 0 質量％である。

好 ま しくは、前記粘着剤組成物 は、前記エポキシ系硬化剤の含有量が、前

記 （メタ）アク リル酸エステル共重合体成分 1 0 0 質量部 に対 して 0 ~ 0 .

質量部である。

好 ま しくは、前記 カルボキシル基 を有する単量体が、 アク リル酸である。

好 ま しくは、前記 ヒ ドロキシル基 を有する単量体が、 2 —ヒ ドロキシェチ

ル ァク リレ一 卜である。

好 ま しくは、前記基材 フ イル ム は、前記ポ リ塩化 ビニル 1 0 0 質量部 に対

して、前記ポ リエステル系可塑剤 を 2 5 4 5 質量部含む。

好 ま しくは、前記ポ リエステル系可塑剤がアジ ピン酸系ポ リエステルであ

る。

好 ま しくは、上記粘着 シ一 卜を被着体 と リングフ レームに貼 り付 ける貼付

工程 と、前記被着体 をダイシ ン グ してチ ップにするダイシ ン グ工程 と、前記

粘着 シ一 卜か ら前記チ ップを ピックァップする ピックァップ工程 と、 を含む

、電子部品の製造方法が提供 される。

好 ま しくは、前記貼付工程の後であ つて前記 ダイシング工程の前 に、前記

粘着 シ一 卜が貼 り付 け られた前記被着体 を、 6 0 ~ 1 0 0 °C に加温する加温

工程 をさ らに備 える。

発明を実施するための形態

[001 2] 本 明細書 において、単量体単位 とは単量体 に由来する構造単位 を意味する



。本明細書 の部及び％は、特 に記載 がない限 り質量基準 とする。本明細書 に

おいて （メタ） ァク リレー 卜とはァク リレー 卜及び メタァク リレー 卜の総称

である。 同様 に （メタ） アク リル酸等の （メタ） を含む化合物 も 「メタ」 を

有 する化合物 と、有 しない化合物 の総称 である。

[001 3] 本発明の一実施形態の粘着 シ一 卜は、 ポ リ塩化 ビニル と、 ポ リエステル系

可塑剤 とを含む基材 フ イル ム上 に粘着剤組成物 か らなる粘着剤層 を有 する粘

着 シ一 卜において、粘着剤組成物 が、 （メタ） アク リル酸 エステル共重合体

0 0 質量部 と、 イソシァネ一 卜系硬化剤 0 . 1 ~ 7 質量部 を含み、前記 （

メタ） アク リル酸 エステル共重合体 は、 メチル （メタ） ァク リレー 卜単位 を

3 5 8 5 質量％、 —ェチルへ キシル ァク リレ一 卜単位 を 1 0 ~ 6 0 質量

。/ 。、 カルボキシル基 を有 する単量体単位 を 0 . 5 ~ 1 0 質量％、 ヒ ドロキシ

ル基 を有 する単量体単位 を 0 . 0 1 ~ 5 質量％含み、前記粘着剤組成物 は、

エポキシ系硬化剤 の含有量が、前記 （メタ） アク リル酸 エステル共重合体成

分 1 0 0 部 に対 して 0 ~ 0 . 2 5 質量部 である。

[0014] < . 基材 フ イル ム >

基材 フイルム と しては、 ポ リ塩化 ビニル と、 ポ リ塩化 ビニル に対する可塑

剤 と してのポ リエステル系可塑剤 とを含む基材 フイルム、 または、 エチ レン

単位、 メタアク リル酸単位、及び （メタ） アク リル酸 アル キルエステル単位

を有 する共重合体 を金属 イオ ンで架橋 したアイオ ノマ樹脂 か らなる基材 フィ

ル厶を用いる。

[001 5] ポ リエステル系可塑剤 と しては、例 えば、 アジ ピン酸、 ァゼライ ン酸、 セ

バ シ ン酸、 フタル酸、 イソフタル酸、テ レフタル酸等のような炭素数 2 ~ 1

0 の脂肪族 ジ力ルボ ン酸 および / または芳香族 ジ力ルボ ン酸等のジ力ルポ ン

酸 と、 エチ レング リコール、 プロピレング リコール、 プチ レング リコール、

ネオペ ンチル ダ リコール、へ キサ ンジ才一ル等のような炭素数 2 ~ 1 0 の グ

リコール との重縮合 によるポ リエステルが挙 げ られ る。前記 ジカルボ ン酸 と

しては、 アジ ピン酸、 セバチ ン酸等の脂肪族 ジカルボ ン酸 が好 ま しく、特 に

汎用性、価格、経時安定性 の点でアジ ピン酸 が望 ま しい。 グ リコ一ル と して



は、 直鎖 状 また は側 鎖 状 の い ず れ も使 用 で き必 要 に応 じて 適 宜 に選 択 され る

。 前 記 グ リコー ル は炭 素 数 2 ~ 6 の も の が 好 ま しい。 ポ リエ ス テ ル 系 可 塑 剤

の数 平 均 分 子 量 は特 に制 限 され な い が、 通 常 、 5 0 0 ~ 4 0 0 0 程 度 の も の

を用 い る。 ポ リエ ス テ ル 系 可 塑 剤 は、 ポ リ塩 化 ビニ ル 1 0 0 部 に対 して 2 5

~ 4 5 部 が 好 ま し く、 更 に、 3 0 ~ 4 0 部 が よ り好 ま しい。

[001 6] ア イ オ ノマ樹 脂 とは、 カル ボ キ シル 基 を有 す る ビニ ル 化 合 物 単 位 を有 す る

多 元 共 重 合 体 樹 脂 の 金 属 塩 の総 称 で あ る。 ア イ オ ノマ樹 脂 とは、 例 え ば、 ェ

チ レン 一 メ タ ァ ク リル 酸 共 重 合 体 、 及 び エ チ レン 一 メ タ ァ ク リル 酸 に第 3 成

分 と して ァ ク リル 酸 アル キル エ ス テ ル や メ タ ァ ク リル 酸 アル キル エ ス テ ル 等

を重 合 し、 これ らを リチ ウム、 ナ トリウム イ オ ン、 カ リウム イ オ ン、 及 び /

又 は 亜 鉛 ィ 才 ン等 の 金 属 イ オ ンで 架 橋 した も の で あ る。 ア イ オ ノマ樹 脂 の 力

ル ポ キ シル 基 を架 橋 す る金 属 イ オ ン と して は、 ナ トリウム イ オ ン、 カ リウム

イ オ ン、 亜 鉛 イ オ ン等 が 挙 げ られ る。 これ らの 金 属 イ オ ンの うち、 電 子 部 品

の 不 良率 へ の影 響 が 小 さ い亜 鉛 ィ オ ン を含 有 す る ア イ 才 ノマ樹 脂 が 好 ま しい

[001 7 ] エ チ レン単 位 、 メ タ ア ク リル 酸 単 位 、 及 び （メ タ） ア ク リル 酸 アル キル ェ

ス テ ル 単 位 を有 す る ア イ オ ノマ樹 脂 と して は、 例 え ば、 エ チ レン 一 メ タ ァ ク

リル 酸 一 （メ タ） ア ク リル 酸 プ ロ ピル ア イ オ ノマ樹 脂 、 エ チ レン 一 メ タ ァ ク

リル 酸 一 （メ タ） ア ク リル 酸 プチ ル ア イ オ ノマ樹 脂 、 エ チ レン 一 メ タ ァ ク リ

ル 酸 一 （メ タ） ア ク リル 酸 へ キ シル ア イ オ ノマ樹 脂 、 エ チ レン 一 メ タ ァ ク リ

ル 酸 一 （メ タ） ア ク リル 酸 2 _ メ チ ル プ ロ ピル ア イ オ ノマ樹 脂 、 エ チ レン 一

メ タ ア ク リル 酸 一 （メ タ） ア ク リル 酸 2 _ ェ チ ル プ ロ ピル ア イ オ ノマ樹 脂 、

エ チ レン 一 メ タ ア ク リル 酸 一 （メ タ） ア ク リル 酸 2 _ ェ チ ル プチ ル ア イ オ ノ

マ樹 脂 、 エ チ レン 一 メ タ ア ク リル 酸 一 （メ タ） ア ク リル 酸 2 _ メ チ ル へ キ シ

ル ア イ オ ノマ樹 脂 、 エ チ レン 一 メ タ ア ク リル 酸 一 （メ タ） ア ク リル 酸 3 — メ

チ ル へ キ シル ア イ オ ノマ樹 脂 、 エ チ レン 一 メ タ ア ク リル 酸 一 （メ タ） ァ ク リ

ル 酸 2 _ ェ チ ル へ キ シル ア イ オ ノマ樹 脂 、 及 び エ チ レン — メ タ ァ ク リル 酸 —

( メ タ ） ア ク リル 酸 1 ， 2 — ジ メ チ ル プチ ル ア イ オ ノマ樹 脂 等 が 挙 げ られ る



。 これ らの アイオ ノマ樹 脂 の うち、 入手 が容 易 で切 削屑 の発 生 が特 に少 な い

エ チ レン一メ タ ァ ク リル酸 一ァ ク リル酸 2 _ メチル プ ロ ピル アイオ ノマ樹 脂

が好適 に用 い られ る。

[001 8] また、 基 材 フ イル ム に は、 必 要 に応 じて、 酸 化 防止剤 、 紫 外線 吸収 剤 、 光

安 定剤 、 帯 電 防止剤 、 難 燃 剤 、 染 料 や顔 料 な どの着 色剤 な どの各種 添 加剤 を

加 え る こ とが で きる。 これ らの添 加剤 は、 その種 類 に応 じて通 常 の量 で用 い

られ る。

[001 9] さ らに、 これ ら添 加剤 につ いて説 明 す る と、 酸 化 防止剤 と して は従 来樹 脂

あ るい は樹 脂 組成 物 にお いて酸 化 防止剤 と して知 られ た もの で あれ ば いずれ

の もの で あ って も よ く、 特 に限定 され な い。 代 表 的 な酸 化 防止剤 と して は、

フ エ ノ ー ル 系 （モ ノ フ エ ノ ー ル 系、 ビ ス フ エ ノ ー ル 系、 高分 子型 フ エ ノ ー ル

系 ）、 硫 黄 系、 リン系等、 従 来 一般 的 に使 用 され て い る もの が挙 げ られ る。

[0020] また、 紫 外線 吸収 剤 と して は、 サ リチ レ一 卜系、 ベ ンゾ フ エ ノ ン系、 ベ ン

ゾ 卜リア ゾ一ル 系、 シ ァ ノア ク リレー 卜系 が挙 げ られ るが、 特 に紫 外線 吸収

効 果 の点 か ら、 ベ ンゾ フ ェ ノ ン系紫 外線 吸収 剤 お よびべ ンゾ 卜リァ ゾ一ル 系

紫 外線 吸収 剤 が好 ま しく、 特 にべ ンゾ 卜リァ ゾール 系紫 外線 吸収 剤 が好適 で

あ る。

[0021 ] 光 安 定剤 と して は、 例 え ば、 ヒンダ一 ドア ミ ン系、 ヒンダ一 ドフ エ ノール

系等 の光 安 定剤 を使 用 す る こ とが で きる。 光 安 定剤 の添 加 量 は、 特 に限定 さ

れ る もの で はな く、 通 常使 用 され る量 とすれ ば よい。

[0022] 帯 電 防止剤 は特 に限定 され な いが、 四級 ア ミ ン塩 単 量 体 等 が挙 げ られ る。

四級 ア ミ ン塩 単 量 体 と して は、 例 え ば、 ジ メチル ア ミ ノエ チル （メ タ） ァ ク

リレー 卜四級塩 化物 、 ジェ チル ア ミ ノエ チル （メ タ） ァ ク リレー 卜四級塩 化

物 、 メチル ェ チル ア ミ ノエ チル （メ タ） ァ ク リレー 卜四級塩 化物 、 p —ジ メ

チ ル ア ミ ノ ス チ レ ン 四 級塩 化物 、 お よ び p — ジ ェ チ ル ア ミ ノ ス チ レ ン 四 級塩

化物 等 が挙 げ られ、 ジ メチル ア ミ ノエ チル メ タ ク リレ一 卜四級塩 化物 が好適

に用 い られ る。

[0023] 難 燃 剤 と して は特 に限定 され ず、 例 え ば、 臭 素 系難 燃 剤 、 水酸 化 アル ミ二



ゥ厶、水酸化マグネシウム、三酸化アンチモン等の無機系難燃剤、メラミン

シァヌレート、尿素、メラミン誘導体等を含む卜リアジン環含有化合物、芳

香族ポリフォスフエ一卜等のリン酸エステル等の有機系難燃剤が挙げられる

[0024] 着色剤としては、有機系顔料、無機系顔料、染料、カーボンブラック等、

公知あるいは周知の着色剤のいずれをも使用することができる。色は任意で

あり、例えば、白、アイボリ一、黒、赤、青、黄、緑等とすることができる

。フイルム基材を多層構造とした場合には、全ての層に着色剤を入れてもよ

く、又は一部の層のみ着色剤を入れてもよい。顔料の例を挙げると、例えば

、フタロシアニン系、ァゾ系、縮合ァゾ系、ァゾレーキ系、アンスラキノン

系、ペリレン ぺリノン系、ィンジゴ チオインジゴ系、イソインドリノン

系、ァゾメチンァゾ系、ジ才キサジン系、キナクリドン系、ァニリンプラッ

ク系、 卜リフエニルメタン系、力一ポンプラック系等の有機顔料、酸化チタ

ン系、酸化鉄系、水酸化鉄系、酸化クロム系、スピネル型焼成系、クロム酸

系、クロムバ一ミリオン系、紺青系、アルミニウム粉末系、ブロンズ粉末系

等が挙げられる。これらの顔料はいずれの形態でもよく、又、これらの顔料

は種々公知の方法によって各種の分散処理が施されたものであってもよい。

[0025] 基材フイルムの厚さとしては、特に制限されず適宜決定することができる

が、例えば、4 0 ~ 2 5 0 mであり、好ましくは5 0 ~ 2 0 0 m、さら

に好ましくは6 0 ~ 1 5 0 mである。

[0026] 基材フイルムの成型方法としては、例えばカレンダ一成形法、T ダイ押出

し法、インフレーション法、及びキャスティング法がある。

[0027] 基材フイルムには、剥離フイルム剥離時における帯電を防止するために、

基材フィル厶の粘着剤接触面及び/ 又は非接触に帯電防止処理を施してもよ

し、。帯電防止剤は樹脂中に練り込んでもよい。帯電防止処理には、四級アミ

ン塩単量体等の帯電防止剤を用いることができる。

[0028] 四級アミン塩単量体としては、例えば、ジメチルアミノエチル （メタ）ァ

クリレ一卜四級塩化物、ジェチルアミノエチル （メタ）ァクリレー卜四級塩



化物、 メチルェチルアミノエチル （メタ）ァク リレー 卜四級塩化物、 P —ジ

メチルアミノスチ レン四級塩化物、及び p —ジェチルアミノスチ レン四級塩

化物があ りジメチルアミノエチルメタク リレ一 卜四級塩化物が好ま しい。

[0029] 滑 り剤及び帯電防止剤の使用方法は特 に限定されないが、例えば基材 フィ

ル厶の片面に粘着剤 を塗布 し、その裏面に滑 り剤及び/ 又は帯電防止剤 を塗

布 してもよ く、滑 り剤及び/ 又は帯電防止剤 を基材 フィル厶の樹脂 に練 り込

んでシ一 卜化 しても良い。

[0030] 基材 フ イル ム の 片面に粘着剤 を積層 し、他方の面は平均表面粗 さ （R a )

が 0 . 3 ~ 1 . 5 mのエンボス面 とすることが可能である。エキスパ ン ド

装置の機械テ一プル側 にエンボス面を設置することにより、 ダイシング後の

エキスパ ン ドエ程で基材 フイルムを容易に拡張することができる。

[0031 ] ダイシング後のエキスパ ン ド性 を向上させるために、基材 フイルムの粘着

剤非接触面に滑 り剤 を施 した り、基材 フィル厶に滑 り剤 を練 り込むことがで

きる。

[0032] 滑 り剤は、粘着シー トとエキスパ ン ド装置の摩擦係数 を低下させる物質で

あれば特 に限定されず、例えばシ リコーン樹脂や （変性）シ リコーン油等の

シ リコー ン化合物、 フッ素樹脂、六方晶ボロンナイ トライ ド、 力一ボンブラ

ック、及び二硫化モ リプデ ン等が挙げられる。 これ らの摩擦低減剤は複数の

成分を混合 してもよい。電子部品の製造はク リーンルームで行われるため、

シ リコー ン化合物又はフッ素樹脂 を用いることが好ま しい。シ リコー ン化合

物の中でも特 にシ リコーンマクロモノマ単位 を有する共重合体は帯電防止層

との相溶性が良 く、帯電防止性 とエキスパ ン ド性のバランスが図れるため、

好適に用い られる。

[0033] < 2 . 粘着剤層>

本実施形態において、粘着剤層を構成する粘着剤組成物は、 （メタ）ァ ク

リル酸エ ステル共重合体 1 0 0 質量部 と、イ ソシ ァネ一 卜系硬化剤 0 . 1 ~

7 質量部 を含み、エポキシ系硬化剤の含有量が、前記 （メタ）アク リル酸ェ

ステル共重合体成分 1 0 0 質量部 に対 して 0 ~ 0 . 2 5 質量部である。



[0034] < 2 - . ( メタ）アク リル酸エステル共重合体>

( メタ）アク リル酸エステル共重合体は、 メチル （メタ）ァク リレー 卜単

位 を 3 5 ~ 8 5 質量％、 2 —ェチルへキシル ァク リレ一 卜単位 を 1 0 ~ 6 0

質量％、 カルボキシル基 を有する単量体単位 を 0 . 5 ~ 1 0 質量％、 ヒ ドロ

キシル基 を有する単量体単位 を 0 . 0 1 ~ 5 質量％を含む共重合体である。

[0035] メチル （メタ）ァク リレー 卜単位 は、 3 5 ~ 8 5 質量％でぁる。 この範囲

を下回るとピックアツプ性が低下 し、 この範囲を上回るとチ ップ保持性が低

下 して しまう。 また、 よ り好 ま しくは 3 5 ~ 6 2 . 5 質量％である。 この範

囲内であれば、チ ップ保持性 とピックァップ性の両方 に関 して優れた性能 を

示す ことがで きる。具体的には例 えば 3 5 質量％、 4 0 質量％、 4 5 質量％

、 4 7 . 5 質量％、 5 0 質量％、 5 2 . 5 質量％、 5 5 質量％、 5 7 . 5 質

量％、 6 0 質量％、 6 2 . 5 質量％、 6 5 質量％、 7 0 質量％、 7 5 質量％

、 8 0 質量％であ り、 ここで例示 した数値の何れか 2 つの間の範囲内であ つ

てもよい。

[0036] 2 _ ェチルへキシル ァク リレー 卜単位 は、 1 0 ~ 6 0 質量％% である。 こ

の範囲を下回るとチ ップ保持性が低下 し、 この範囲を上回るとピックアツプ

性が低下 して しまう。 また、 よ り好 ま しくは 2 0 ~ 6 0 質量％% である。 こ

の範囲内であれば、チ ップ保持性 とピックァップ性の両方 に関 して優れた性

能 を示す ことがで きる。具体的には例 えば、 1 0 質量％、 2 0 質量％、 3 0

質量％、 3 5 質量％、 4 0 質量％、 4 5 質量％、 5 0 質量％、 6 0 質量％で

あ り、 ここで例示 した数値の何れか 2 つの間の範囲内であ ってもよい。

[0037] カルボキシル基 を有する単量体 と しては、例 えば （メタ）アク リル酸、 ク

口 トン酸、 マ レイ ン酸、無水マ レイ ン酸、 ィ タ コ ン酸、 フマ ール酸、 ァ ク リ

ル アミ ドN —グ リコール酸、及びケィ皮酸がある。 カルボキシル基 を有する

単量体単位 は、 0 . 5 質量％~ 1 0 質量％である。 この範囲を下回るとチ ッ

プ保持性が低下 し、 この範囲を上回るとピックアツプ性が低下 して しまう。

また、 よ り好 ま しくは 2 質量％~ 1 0 質量％である。 この範囲内であれば、

チ ップ保持性 とピックアツプ性の両方 に関 して優れた性能 を示す ことがで き



る。具体的には例えば 0 . 5 質量％、 1質量％、 2 質量％、 3 質量％、 4 質

量％、 5 質量％、 6 質量％、 7 質量％、 8 質量％、 9 質量％、 1 0 質量％で

あり、ここで例示 した数値の何れか 2 つの間の範囲内であってもよい。

[0038] ヒドロキシル基を有する単量体としては、例えば 2 —ヒドロキシェチル （

メタ）ァクリレー 卜、 2 —ヒドロキシプロピル （メタ）ァクリレー 卜、及び

2 —ヒドロキシプチル （メタ）ァクリレー 卜、 2 —ヒドロキシビ二ルェ一テ

ルがある。 ヒドロキシル基を有する単量体単位は、 0 . 0 1 ~ 5 質量％でぁ

る。この範囲を下回るとピックアップ性が低下 し、この範囲を上回るとチッ

プ保持性が低下 して しまう。また、より好ましくは 0 . 1 ~ 2 質量％%であ

る。この範囲内であれば、チップ保持性とピックアップ性の両方に関 して優

れた性能を示すことができる。具体的には例えば、 0 . 0 1質量％、 0 . 0

5 質量％、 0 . 質量％、 0 . 2 5 質量％、 0 . 5 質量％、 0 . 7 5 質量％

、 1質量％、 2 質量％、 3 質量％、 4 質量％、 5 質量％であり、ここで例示

した数値の何れか 2 つの間の範囲内であってもよい。

[0039] ( メタ）アクリル酸エステル重合体の製造方法としては、乳化重合、溶液

重合等がある。

[0040] < 2 - 2 . イソシァネ一 卜系硬化剤>

イソシァネ一 卜系硬化剤は、 （メタ）アクリル酸エステル共重合体 1 0 0

質量部に対 して、 0 . 1 ~ 7 質量部である。この範囲を下回るとピックアツ

プ性が低下 し、この範囲を上回るとチップ保持性が低下する。また、より好

ましくは 0 . 5 質量部〜 2 質量部である。この範囲内であれば、チップ保持

性とピックアツプ性の両方に関 して優れた性能を示すことができる。具体的

には例えば、 0 . 1質量部、 0 . 5 質量部、 1質量部、 1 . 5 質量部、 2 質

量部、 3 質量部、 4 質量部、 5 質量部、 6 質量部、 7 質量部であり、ここで

例示 した数値の何れか 2 つの間の範囲内であってもよい。

[0041 ] イソシァネ一 卜系硬化剤としては複数のイソシァネ一 卜基を有する化合物

が使用される。複数のイソシァネ一 卜基を有する化合物としては、例えば芳

香族系イソシァネ一 卜、脂環族系ィソシァネ一 卜、及び脂肪族系ィソシァネ



- 卜がある。

[0042] 芳香族系ィソシァネ一 卜としては、例えば、 卜リレンジィソシァネ一 卜、

4 ，4 —ジフエニルメタンジイソシァネ一 卜、キシリレンジイソシァネ一 卜

がある。

[0043] 脂環族系ィソシァネ一 卜としては、例えばィソホロンジィソシァネ一 卜、

メチレンビス （4 —シクロへキシルイソシァネ一 卜）がある。

[0044] 脂肪族イソシァネ一 卜としては、例えばへキサメチレンジイソシァネ一 卜

、 卜リメチルへキサメチレンジィソシァネ一 卜がある。

[0045] これらのイソシァネ一 卜化合物は二量体や三量体であってもよく、またポ

リ才一ル化合物とを反応させて得 られるァダク ト体であってもよい。

[0046] < 2 - 3 . エポキシ系硬化剤>

エポキシ系硬化剤は、 （メタ）アクリル酸エステル共重合体 1 0 0 質量部

に対 して、 0 ~ 0 . 2 5 質量部である。この範囲を上回るとチップ保持性が

低下する。また、より好ましくは0 ~ 0 . 1 質量部である。この範囲内であ

れば、チップ保持性とピックァップ性の両方に関 して優れた性能を示すこと

ができる。さらに好ましくは0 質量部である。 0 質量部であれば生産性の向

上とコス トの削減を行うことができる。具体的には例えば、 0 質量部、 0 .

0 5 質量部、 0 . 1 質量部、 0 . 1 5 質量部、 0 . 2 質量部、 0 . 2 5 質量

部であり、ここで例示 した数値の何れか 2 つの間の範囲内であつてもよい。

[0047] エポキシ系硬化剤としては、例えばビスフエノールA 型エポキシ化合物、

ビスフエノール F 型エポキシ化合物、 N，N —ジグリシジルァ二リン、 N，

N —ジグリシジル 卜ルイジン、m _ N，N —ジグリシジルァミノフエニルダ

リシジルェ一テル、 p _ N，N —ジグリシジルァミノフエニルダリシジルェ

—テル、 卜リグリシジルイソシァヌレ一 卜、 N，N，N ' ，N ' —テ 卜ラグ

リシジルジアミノジフエニルメタン、 N，N，N ' ，N ' —テ 卜ラグリシジ

ル一m — キシリレンジァミン、 N，N，N ' ，N ' ，N ' ' —ペンタグリシ

ジルジェチレン 卜リアミンがある。

[0048] これらの化合物は単独で用いてもよく、二種以上を組み合わせて用いても



よい。

[0049] 粘着剤組成物には、粘着強度を調整するために粘着付与樹脂を添加 しても

よい。粘着付与樹脂は特に限定されず、例えばロジン樹脂、ロジンエステル

樹脂、テルペ ン樹脂、テルペ ンフエノール樹脂、フエノール樹脂、キシ レン

樹脂、クマロン樹脂、クマロンインデン樹脂、スチ レン樹脂、脂肪族石油樹

月旨、芳香族石油樹脂、脂肪族芳香族共重合石油樹脂、脂環族炭化水素樹脂、

及びこれらの変性品、誘導体、水素添加品等が挙げられる。

[0050] 粘着付与樹脂の配合量は特に限定されず、 （メタ）アクリル酸エステル共

重合体 1 0 0 質量部に対 して 2 0 0 質量部以下、好ましくは 3 0 質量部以下

とすることが好ましい。

[0051 ] < 2 - 4 . 添加剤等>

粘着剤組成物には、例えば、硬化剤、重合開始剤、軟化剤、老化防止剤、

充填剤、紫外線吸収剤、及び光安定剤、光重合性化合物、光開始剤等の各種

添加剤を添加 してもよい。

[0052] < 3 . 粘着シー トの製造>

基材フイルム上に粘着剤層を形成 して粘着シ一 卜とする方法としては、例

えばグラビアコ一タ一、コンマコ一タ一、バーコ一タ一、ナイフコ一タ一又

はロールコ一ターといったコ一ターで基材フイルム上に粘着剤を直接塗布す

る方法や、剥離フィル厶に粘着剤を塗布/ 乾燥後に基材フィル厶に貼り合わ

せる方法がある。凸板印刷、凹板印刷、平板印刷、フレキソ印刷、オフセッ

卜印刷、又はスクリーン印刷等で基材フィル厶上に粘着剤組成物を印刷 して

よい。

[0053] 粘着剤層の厚さは 1 ~ 1 0 0 mが好ましく、 5 ~ 4 0 从mがより好まし

し、。粘着剤層が薄いと粘着力が低下し、ダイシング時のチップ保持性、及び

リングフレームからの剥がれが生じる場合がある。粘着剤層が厚いと粘着力

が高く、ピックアツプ不良が発生する場合がある。

[0054] < 4 . 電子部品の製造>

以下、上記の粘着シー トを用いて電子部品を製造する方法を説明する。こ



の方法は、以下に説明するように、貼付工程、ダイシング工程、及びピック

ァップ工程を含んでいる。また、前記貼付工程の後であつて前記ダイシング

工程の前に加温工程を任意的に備える。

以下、各工程について説明する。

[0055] ( ) 貼付工程

最初に、貼付工程では、粘着シ一 卜を被着体とリングフ レームに貼 り付け

る。被着体としては、半導体ウェハや、パッケージ基板が挙げられる。

[0056] ( 2 ) 加温工程

次に、被着体と粘着シー トの間の密着性が良好でない場合には、両者の密

着性を向上させるために、加温工程を行う。加温工程は、前記被着体を、 6

0 0 0 °C に加温することによって行うことができる。

[0057] ( 3 ) ダイシング工程

次に、ダイシング工程では、被着体が粘着シー トに貼 り付けられた状態で

、被着体のダイシングを行ってチップにする。ダイシングによって形成され

る個々のチップが電子部品となる。ダイシングは、ダイシングプレー ドを用

いて行うことができる。粘着シ一 卜は、紫外線及び/ 又は放射線照射前のチ

ップ保持性に優れているため、ダイシング時に、チップが剥離 して しまうこ

と （チップ飛び）を抑制できる。

[0058] ( 4 ) ピックアップ工程

次に、 ピックァップ工程では、ダイシング工程後に、粘着シ一 卜から前記

チップをピックアップする。この工程は、具体的には、例えば、以下の方法

で行うことができる。粘着シ一 卜の基材フィル厶側から紫外線及び/ 又は放

射線 （不図示）を照射 し、次いで、粘着シ一 卜を放射状に拡大 してチップ間

隔を広げた後、チップを二一 ドル等 （不図示）で突き上げる。そして、真空

コレット又はエアピンセット等 （不図示）でチップを吸着 し、チップをピッ

クアップする。紫外線及び/ 又は放射線の光源は、公知のものが使用できる

。紫外線源として、低圧水銀灯、高圧水銀灯、超高圧水銀灯、メタルハライ

ドランプがある。放射線は電子線、 線、 線、ァ線が好適に用いられる。



[0059] 紫外線及び/ 又は放射線 を照射することにより、粘着剤組成物内の ビニル

基を三次元網状化させて、粘着剤組成物の粘着力を低下させることができる

。 これにより、紫外線及び/ 又は放射線 を照射する前 においては、粘着剤組

成物が初期の高い粘着力を有するため、優れたチ ップ保持性 を示すことがで

き、紫外線及び/ 又は放射線 を照射 した後は、粘着剤組成物の粘着力が低下

するため、チ ップの ピックアップ性 を向上させることができる。

[0060] ピックァップ工程で ピックァップ したチ ップは、 リー ドフ レー ムや回路基

板上にマウン 卜することができる。

実施例

[0061 ] 実施例 比較例 に係 る粘着剤組成物及び粘着シー トを次の処方で製造 した

。主な配合 と、各実験例の結果を表 1 〜表 4 に示す。

[0062] 表 1 〜表 4 中の組成 についての数値は、質量部 を表す。可塑剤 についての

数値は、ポ リ塩化 ビニル樹脂 を 1 0 0 部 と したときの可塑剤の質量部 を表す

。架橋剤 についての数値は、 （メタ）アク リル酸エステル共重合体を 1 0 0

部 と したときの架橋剤の質量部 を表す。可塑剤、樹脂 フ イル ム及び硬化剤の

詳細は、以下の通 りである。

アジ ピン酸系ポ リエステル ：大 日本インキ化学工業株式会社製、商品名ポ

リサィザ一W 2 3 1 0 、数平均分子量 2 3 0 0

テ レフタル酸系ポ リエ ステル ：市販品 （ポ リエ チ レンテ レフタ ラ一 卜）

樹脂 フ イル ム A ：アイオ ノマ樹脂製 フ イル ム、 エ チ レン一メ タ ァ ク リル酸

—アク リル酸 2 _ メチル プロピル共重合体の Z n 塩 を主体。 M F R 2 . 8

g / 0 m i n ( J I S K 7 2 1 0 法、 2 1 0 °C ) 、三井 デュポンポ リ

ケミカル株式会社製、市販品。表 3 では、 これを 「アイオ ノマ A 」 と表す。

樹脂 フ イル ム B ：アイオ ノマ樹脂製 フ イル ム、 エ チ レン一メ タ ァ ク リル酸

共重合体 Z n 塩 を主体、 M F R 2 . 8 g / 1 0 m i n ( J I S K 7

0 法、 2 0 °C ) 、三井 デュポンポ リケミカル株式会社製。

ィソシァネ一 卜系硬化剤 ：2 ， 4 — トリレンジィソシァネ一 卜の 卜リメチ

ロール プロパ ンァダク ト体、市販品。表 4 では、 これを 「アイオ ノマ B 」 と



表す。

エポキシ系硬化剤 ：T E T R A D —X、三菱ガス化学品

[0063] [表1]

[0064] [表2]

[0065]



[表3]

[0066] [表4]

[0067] 表 1及び表 2 における 「基材フイルム」は、ポリ塩化ビニル （P V C ) と

、表 1及び表 2 に示す可塑剤を含有するフイルムである。

アジピン酸系ポリエステル、テレフタル酸系ポリエステルは、何れもポリ

エステル系可塑剤の例である。

メチルァクリレー卜、メチルメタクリレ一卜、プチルァクリレー卜は、何

れも （メタ）ァクリレー卜単位の例である。

ァクリル酸は、カルボキシル基を有する単量体単位の例である。

2 —ヒドロキシェチルァクリレー卜、 2 —ヒドロキシェチルメタクリレ一

卜は、ヒドロキシル基を有する単量体単位の例である。

[0068] まず、ポリ塩化ビニル樹脂と、表 1〜表4 に示す可塑剤と、その他安定剤



、顔料、充填剤 を配合 した。 この樹脂混和物 をバ ンバ リ一ミキサーで混練 し

たのち、 カ レンダ一加工にて 7 0 mの厚 さに形成 して、基材 フイルムを得

た。

[0069] 次 に、表 1 〜表 4 に示す組成の粘着剤組成物 を P E T 製剥離 フィル厶上に

乾燥後の粘着剤層の厚みが 1 5 m となるように塗工 し、基材 フ イル ム に積

層 し粘着シ一 卜を得た。得 られた粘着シ一 卜について以下の評価 を行 った。

[0070] ( ) 経時による粘着力上昇の評価

シ リコンウェハ鏡面に粘着シ一 卜を貼 り合わせ、 2 k g ローラの 1 往復で

圧着 し2 0 分放置後 に、 1 8 0 ° ピール、引張 り速度 3 0 0 m m / 分の条件

で粘着力を測定 した。シ リコンウェハには、 7 2 5 m厚のウェハ （6 イン

チ）を用いた。

また、上記条件で圧着 した後 に 7 日放置 した試験体を作成 し、 この試験体

についても同様の方法で粘着力を測定 した。 2 0 分放置の試験体の粘着力 （

X ) および 7 日放置の試験体の粘着力 （Y ) か ら次の式に従 って上昇率 を求

めた。

上昇率 = ( 1 0 0 X ( Y - X ) ) / X

[0071 ] 算出された上昇率か ら以下の基準 により、経時による粘着力上昇を評価 し

た。

◎ (優） ：上昇率が 5 %未満。

〇 （良） ：上昇率が 5 %以上 1 0 %未満。

X (不可） ：上昇率が 1 0 %以上。

[0072] ( 2 ) チ ップ保持性及び ピックアップ性の評価

得 られた粘着シ一 卜をダミーの回路パターンを形成 した直径 8 インチ X 厚

さ 0 . 1 m mのシ リコンウェハ とリングフレームに貼 り合わせた。その後、

加温する場合は 7 5 °C で 3 0 分間、オープンで加温 した。その後、 ダイシン

グ、 ピックァップの各工程 を行 つた。

[0073] ダイシ ング工程の条件は以下の通 りと した。

ダイシ ング装置 ：D I S C 0 社製 D A D 3 4



ダイシングプレー ド：D I S C 0 社製 N B C —Z H 2 0 5 O —2 7 H E E

ダイシングプレ一ド形状 ：外径 5 5 . 5 6 m m、刃幅 3 5 从m、内径 1 9

. 0 5 m m

ダイシングプレ一ド回転数 ：4 0 、 0 0 0 r p m

ダイシングプレー ド送り速度 ：5 0 m m/ 秒

ダイシングサイズ ：1 . 5 m m角

粘着シ一 卜への切 り込み量 ：1 5 m

切削水温度 ：2 5 °C

切削水量 ：1 . 0 リツトル/ 分

[0074] ピックァップ工程の条件は以下の通りとした。

ピックアップ装置 ：キャノンマシナリ一社製C A P —3 0 0 I I

エキスパン ド量 ：8 m m

二一 ドル ピン形状 ：7 0 m R

二一 ドル ピン数 ：1本

二一 ドルピン突き上げ高さ ：1 . 5 m m

[0075] ダイシング工程およびピックアップ工程において、以下の評価を行った。

[0076] ( 2 - ) チップ保持性

チップ保持性は、ダイシング工程後において、半導体チップが粘着シ一 卜

に保持されている半導体チップの残存率に基づき、以下の基準により評価 し

た。

◎ (優） ：チップ飛びが 5 %未満

〇 （良） ：チップ飛びが 5 %以上 1 0 %未満

X (不可） ：チップ飛びが 1 0 %以上

[0077] ( 2 - 2 ) ピックアップ性

ピックァップ性は、 ピックァップ工程において、半導体チップがピックァ

ップできた率に基づき、以下の基準により評価 した。

◎ (優） ：チップのピックァップ成功率が 9 5 %以上



〇 （良） ：チップのピックァップ成功率が 8 0 %以上 9 5 %未満

X (不可） ：チップのピックァップ成功率が 8 0 %未満

[0078] 表 1、表 2 から明らかなように、全ての実施例 （実施例 1 〜実施例 1 4 )

において、経時による粘着力上昇が小さく、且つ加温の有無に関わらずチッ

プ保持性とピックアツプ性の両方において優れた結果が得 られた。

実施例 1 〜実施例 3 を比較すると、エポキシ系硬化剤の含有量を0 . 1 質

量部以下にすると、チップ保持性が特に良好になることが分かった。

実施例 1 〜実施例 1 4 を比較すると、アジピン酸系ポリエステルを用いた

場合には、経時による粘着力上昇が特に小さくなることが分かった。

比較例 1 では、エポキシ系硬化剤の含有量が多すぎたため、加温な しの場

合にチップ保持性が良好でなかった。

比較例 2 〜比較例 7 では、 （メタ）ァクリル酸エステル共重合体を構成す

る単量体単位の種類は実施例と同 じであるが、その割合が適切でなかったた

め、良好な結果が得 られなかった。

比較例 8 〜比較例 1 2 では、 （メタ）ァクリル酸エステル共重合体を構成

する単量体単位の種類が実施例と異なっており、良好な結果が得 られなかつ

た。

比較例 1 3 では、ポリエステル系ではない可塑剤が使用されたため、経時

による粘着力上昇が大きかつた。

[0079] 表 3 〜表 4 から明らかなように、全ての実施例 （実施例 1 5 〜実施例 2 9

) において、加温の有無に関わらずチップ保持性とピックァップ性の両方に

おいて優れた結果が得 られた。

実施例 1 5 〜実施例 1 7 を比較すると、エポキシ系硬化剤の含有量を0 .

質量部以下にすると、チップ保持性が特に良好になることが分かった。

比較例 1 4 では、エポキシ系硬化剤の含有量が多すぎたため、加温な しの

場合にチップ保持性が良好でなかった。

比較例 1 5 ~ 2 0 では、 （メタ）アクリル酸エステル共重合体を構成する

単量体単位の種類は実施例と同 じであるが、その割合が適切でなかったため



、良好な結果が得 られなか った。

比較例 2 ~ 2 5 では、 （メタ）ァク リル酸エステル共重合体 を構成する

単量体単位の種類が実施例 と異な ってお り、良好な結果が得 られなか つた。

比較例 2 6 では、 アイオ ノマ樹脂がェチ レン- メタァク リル酸共重合体 Z n

塩の 2 元系であるため、良好な結果が得 られなか つた。



請求の範囲

[ 請求項 1] ポ リ塩化 ビニル と、ポ リエステル系可塑剤 とを含む基材 フイルム上

に粘着剤組成物か らなる粘着剤層 を有する粘着 シ一 卜において、

前記粘着剤組成物が、 （メタ）ァク リル酸エステル共重合体 1 0 0

質量部 と、 イソシァネ一 卜系硬化剤 0 . 1 ~ 7 質量部 を含み、

前記 （メタ）アク リル酸エステル共重合体は、 メチル （メタ）ァク

リレ一 卜単位 を 3 5 8 5 質量％、 2 —ェチルへキシル ァク リレ一 卜

単位 を 1 0 ~ 6 0 質量％、 カルボキシル基 を有する単量体単位 を 0 .

5 ~ 1 0 質量％、 ヒ ドロキシル基 を有する単量体単位 を 0 . 0 1 ~ 5

質量％含み、

前記粘着剤組成物 は、エポキシ系硬化剤の含有量が、前記 （メタ）

アク リル酸エステル共重合体成分 1 0 0 質量部 に対 して 0 ~ 0 . 2 5

質量部である、粘着 シー ト。

[ 請求項 2] エチ レン単位、 メタアク リル酸単位、及び （メタ）アク リル酸 アル

キルエステル単位 を有する共重合体 を金属イオ ンで架橋 したアイオ ノ

マ樹脂か らなる基材 フィル厶上 に粘着剤組成物か らなる粘着剤層 を有

する粘着 シ一 卜において、

前記粘着剤組成物が、 （メタ）ァク リル酸エステル共重合体 1 0 0

質量部 と、 イソシァネ一 卜系硬化剤 0 . 1 ~ 7 質量部 を含み、

前記 （メタ）アク リル酸エステル共重合体は、 メチル （メタ）ァク

リレ一 卜単位 を 3 5 8 5 質量％、 2 —ェチルへキシル ァク リレ一 卜

単位 を 1 0 ~ 6 0 質量％、 カルボキシル基 を有する単量体単位 を 0 .

5 ~ 1 0 質量％、 ヒ ドロキシル基 を有する単量体単位 を 0 . 0 1 ~ 5

質量％含み、

前記粘着剤組成物 は、エポキシ系硬化剤の含有量が、前記 （メタ）

アク リル酸エステル共重合体成分 1 0 0 質量部 に対 して 0 ~ 0 . 2 5

質量部である、粘着 シー ト。

[ 請求項 3] 前記 （メタ）アク リル酸エステル共重合体 において、前記 メチル （



メタ）ァク リレー 卜単位 は、 3 5 ~ 6 2 . 5 質量 0/ 0、前記 2 _ ェチル

へキシル ァク リレ一 卜単位 は、 2 0 ~ 6 0 質量％である、請求項 1 ま

たは請求項 2 に記載の粘着 シ一 卜。

前記粘着剤組成物 は、前記エポキシ系硬化剤の含有量が、前記 （メ

タ）アク リル酸エステル共重合体成分 1 0 0 質量部 に対 して 0 ~ 0 .

質量部である、請求項 1 乃至請求項 3 の何れか 1 項 に記載の粘着 シ

- 卜。

前記 カルボキシル基 を有する単量体が、 アク リル酸である、請求項

乃至請求項 4 の何れか 1 項 に記載の粘着 シ一 卜。

前記 ヒ ドロキシル基 を有する単量体が、 2 — ヒ ドロキシェチル ァク

リ レ一 卜である、請求項 1 乃至請求項 5 の何れか 1 項 に記載の粘着 シ

- 卜。

前記基材 フイルムは、前記ポ リ塩化 ビニル 1 0 0 質量部 に対 して、

前記ポ リエステル系可塑剤 を 2 5 ~ 4 5 質量部含む、請求項 1 、請求

項 3 乃至請求項 6 の何れか 1 項 に記載の粘着 シ一 卜。

前記ポ リエステル系可塑剤がアジ ピン酸系ポ リエステルである、請

求項 1 、請求項 3 乃至請求項 7 の何れか 1 項 に記載の粘着 シー 卜。

請求項 1 乃至請求項 8 の何れか 1 項 に記載の粘着 シー 卜を被着体 と

リングフ レー ム に貼 り付 ける貼付工程 と、

前記被着体 をダイシング してチ ップにするダイシング工程 と、

前記粘着 シ一 卜か ら前記チ ップを ピックァップする ピックァップェ

程 と、

を含む、電子部品の製造方法。

前記貼付工程の後であ つて前記 ダイシング工程の前 に、前記粘着 シ

— 卜が貼 り付 け られた前被着体 を、 6 0 ~ 1 0 0 °C に加温する加温ェ

程 をさ らに備 える、請求項 9 に記載の電子部品の製造方法。
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